
平成25年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 まちづくり推進課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

定住者の確保
対
象

市民及び定住希望者

2 1 7 116 頁 企画費 定住促進事業

事
業
概
要

　○定住促進住宅補助事業・・・個人住宅の整備を行った者に対し、その経費の一部を補助した。
　　　・新築・購入補助金・・・・事業費×１／100（上限20万円）
　　　・増改築補助金・・・事業費200万円以上に対し、一律5万円

　○定住促進空き家情報提供事業・・・空き家の譲渡及び賃貸を希望する転入者や移住希望者に対して、市報、ホームページ等を通じ
     て情報提供を行った。

　○オリジナル住宅構想事業（新規）・・・若者の定住を中心とした本市のオリジナル住宅の構築のため、検討委員会を２回開催した。

9,677 1臨時 定住促進住宅補助事業
①新築等　　68件
②増改築　　19件

負担金補助
及び交付金

11,016 9,677

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

国・県支出金 市債 その他 一般

定住促進空き家情報提供 ①利用登録　30件
20 3経常

定住促進空き家情報提供
事業

①利用登録　30件
②物件登録　15件 役務費 34 20

76 3臨時
オリジナル住宅構想事業
（新規）

委員会2回開催
報償費 93 76

計 11,143 9,773 0 0 0 9,773
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２３～Ｈ２５（決算額）、Ｈ２６（予算現額）

空き家定住実績
（市外から）

ｃ ｄ

数値 目標 15件 目標 10件

25件

活
動
指
標

指標 a
住宅補助事業実績件数

（市外から）
ｂ

成
果
指
標

指標名
定住事業実績件数
（市外から）

目
標
年
度

Ｈ27

指標の設定理由

総合計画／後期基本計画において、基本施策（3-1-2）の重点施策に関連して
いるため数値

単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

 定住事業実績件数（市外から） 件
7 件 21 件

目標 目標

成果指標名 単位 Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 活動指標名

件 18 件 6 件

28.0 ％ 84.0 ％ 48.0

12 件
a

住宅補助事
業実績件数
（市外から）

件
7

％ 46.7

3 件 6 件

0.0 ％ 30.0 ％ 60.0 ％

％ 120.0 ％ 40.0 ％

b
空き家定住
実績
（市外から）

件
0 件

ｄ
－ － －

－ －

定住人口増加に繋がる実効性の高い手段となっているか検討の余地
がある。

－ － －

課題
c

－

9,773 11,973
前年並

うち経常経費 79 37 27 31

H25年度に事業推進会議を開催し、新たな制度を策定した。（H26年度
より施行）

決 算 額 （千円）
Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ 方向性

11,158 12,602

対応（改善点等） － － －

６．Ｈ２７年度予算の方向性

理由

県　　費

市　　債
財
源

国　　費 3,118 3,047

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

そ の 他
持家取得助成金、空き家改修
補助金、空き家成約奨励金の
新しい制度へ移行し、市外者
の定住を促する。

市　　債源
内
訳

事業費に係る人件費 6,665 7,299 5,405 5,012

一般財源 8,040 9,555 9,773 11,973

うち経常 79 37 27 31

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
市内への定住者が対象であり、ホー
ムページ、ＣＡＴＶ、市報等により広く
情報提供を行っている。

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 2
人口増加に繋がる定住手段となって
いるか検討の余地がある。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
市の定住政策については、必要性は
高い。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
空き家情報については、民間サービ
スもあり、競合しない範囲で行政が関
与する。

事業費に係る人役 1.55 1.70 1.24 1.13

着眼点 分析 分析根拠

継続 定住制度の効果的な実施に努めること。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 1
事業実績件数に対し市外からの転入
件数が少ない。

事業の方向性 評価内容

3

3

3

2

1
0

1

2

3
事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ
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